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１ 電子帳簿保存法の概要

国税関係帳簿
国税関係書類

電子取引データ
決算関係書類 取引関係書類

仕訳帳
総勘定元帳
売掛⾦元帳
固定資産台帳
売上帳
仕入帳等

貸借対照表
損益計算書
棚卸表
計算整理⼜は決
算に関して作成
されたその他の
書類

⾃社発⾏の写し
契約書
領収書（控）
請求書（控）
⾒積書（控）
注文書（控）
その他の書類
（うち自己が一貫してコ
ンピューターで作成）

相⼿⽅から受領
契約書
領収書
請求書
⾒積書
注文書
預⾦通帳
その他の書類

EDI取引
メールデータ
メール添付の請求書
メール添付の領収書
WEB請求書
WEB領収書
FAX等

データ保存可 データ保存可 スキャナ保存可 データの保存義務

２ 電子帳簿保存法の改正内容
電子的に作成した帳簿・書類をデータのまま保存
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JIMAの認証をうけているシステムなら、優良電子帳簿となる可能性が高
いと言われています。
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紙で受領・作成した書類を画像データで保存
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２ 電子帳簿保存法の改正内容
電子的に授受した取引情報をデータで保存

３ 実務上の留意点 電子帳簿書類関係



３ 実務上の留意点 電子帳簿書類関係

国税関係帳簿の保存について 仕訳帳 総勘定元帳
ＴＫＣのＦＸシリーズを利

用している

優良電⼦帳簿に
該当する

システム会社に優良電⼦帳簿に
該当するか仕様を確認

一般電⼦帳簿に
該当する

過少申告加算税５％
軽減措置を受けたい

申告期限までに届
出書を提出

Yes

No

Yes

電⼦データ保存 or 紙出⼒保存

紙出⼒

ダウンロードの
求めに応じるYes

No

３ 実務上の留意点 電子帳簿書類関係



国税関係書類の保存について
⾃社発⾏の請求書・領収書

自己がコンピュータで
一貫して作成している 全部または一部が手書き

電⼦データor紙出⼒ ｽｷｬﾝﾃﾞｰﾀor紙出⼒紙出⼒

※ダウンロードの
求めに応じること

※スキャナ保存の各種
要件を満たす場合

３ 実務上の留意点 電子帳簿書類関係

３ 実務上の留意点 スキャナ保存関係



３ 実務上の留意点 スキャナ保存関係

３ 実務上の留意点 電子取引関係
電⼦取引データの収受を⾏う事業者は、その電⼦取引情報に係る記録を。①
保存すべき場所に②７年間③一定の措置を⾏い④一定の要件に従って保存し
なければならない。

電子取引データ
の具体例

(１)電⼦メールにより請求書や領収書等のデータ（PDFファイル等）を
受領した

(２)インターネットのホームページからダウンロードした請求書や領収
書等のデータ(PDFファイル等)⼜はホームページ上に表示される請求書
や領収書の等スクリーンショットを利用

(３)電⼦請求書や電⼦領収書の授受に係るクラウドサービスの利用

(４)クレジットカードの利用明細データ、交通系ICカードによる⽀払
データ、スマートフォンアプリによる決済データ等を活用したクラウド
サービスを利用

(５)特定の取引に係るEDIシステムを利用

(６)ペーパレス化されたＦＡＸ機能を持つ複合機を利用

(７)請求書や領収書等のデータをＤＶＤ等の記録媒体を介して受領



３ 実務上の留意点 電子取引関係
電⼦取引データの収受を⾏う事業者は、その電⼦取引情報に係る記録を。①
保存すべき場所に②７年間③一定の措置を⾏い④一定の要件に従って保存し
なければならない。

真実性の要件
一定の措置

可視性の要件
保存要件

(１)タイムスタンプが付された後、取引情報の収受

(２)取引情報の授受後、２月以内にタイムスタンプを付与、保存担当者情報を確認でき
るように措置

(３)訂正できない⼜は訂正削除履歴が保存されるシステムでデータを授受及び保存

(４)正当な理由がない訂正・削除の防⽌に関する事務処理規程を備付・運用

関係書類の備付け 電⼦計算機処理システムの概要書を備え付けること

⾒読性の確保 保存場所に、電⼦計算機、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ､ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ、ﾌﾟﾘﾝﾀ及びこれらの
操作マニュアルを備付け、画面・書面に整然とした形式及び明瞭
な状態で速やかに出⼒できるようにしておくこと

検索機能の確保 ①取引年月⽇、取引⾦額、取引先により検索できること
②⽇付⼜は⾦額の範囲指定により検索できること
③２つ以上の任意の記録項⽬を組み合わせた条件により検索でき
ること

※ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞの求めに応じることができるようにしている場合には、②③不要

３ 実務上の留意点 電子取引関係
(１)電⼦メールにより請求書や領収書等のデータ（PDFファイル等）を受領した

(２)インターネットのホームページからダウンロードした請求書や領収書等のデータ

(３)電⼦請求書や電⼦領収書の授受に係るクラウドサービスの利用

①請求書等が添付された電⼦メールそのもの（電⼦メール本文に取引情報が記載されたものを含む）を
サーバー等（運用委託しているものを含む）自社システムに保存する
②添付された請求書等をサーバー等に保存する

①PDF等をダウンロードできる場合
・ウェブサイトに領収書を保存する
・ウェブサイトから領収書等をダウンロードしてサーバー等に保存する
②HTMLデータで表示される場合
・ウェブサイト上に領収書を保存する
・ウェブサイト上に表示される領収書をスクリーンショットし、サーバー等に保存する
・ウェブサイト上に表示されたHTMLデータを領収書の形式に変換(PDF等）し。サーバー等に保存する

①クラウドサービス上に領収書を保存する
②クラウドサービスから領収書をダウンロードして、サーバー等に保存する
③従業員がスマホ等のアプリを利用して、経費を建て替えた場合
・従業員のスマホ等に表示される領収書データを電⼦メールにより送信させて、自社システムに保存す
る。スクリーンショットによる領収書データの画像データでも可。

(４)クレジットカードの利用明細データ、交通系ICカードによる⽀払データ、スマートフォンアプリに
よる決済データ等を活用したクラウドサービスを利用



３ 実務上の留意点 電子取引関係

※自社サーバーに保存する場合は、真実性の要件（１）（２）（４）のいず
れかの措置をとること

※WEBサイト、クラウドサービス等については、真実性の要件（３）を満た
していれば、そのまま保存できる

※いずれの場合も、データは各税法に定められた保存期間が満了するまで保
存する必要がある

※取引慣⾏や社内ルール等により、データとは別に書面の請求書や領収書等
を原本として受領している場合は、その原本(書面）を保存する必要がある

３ 実務上の留意点
経理業務のＤＸの一環(ペーパレス化、テレワーク対応）と捉える

仕⼊から売上代⾦⼊⾦までの業務の流れの把握
国税関係書類の洗い出し

現状把握 現状の紙のファイルの一覧表を作成

固定費⽀払その他の取引業務の流れの把握
国税関係書類の洗い出し

国税関係書類
の分類

重要書類

一般書類

発⾏

受領 電子取引データ

一貫して電子作成

紙で発⾏
紙で受領ペーパレス化

の⽅法決定

対応システム
で保存

スキャナ保存

対応システム
で保存



３ 実務上の留意点

ご清聴ありがとうざいました


